
八幡浜地区施設事務組合火災予防条例施行規則  

 

平成４年  ７月  １日  

規 則 第 ２ 号 

改正 平成 ５年１１月 １日規則第 １号   平成１０年１２月１８日規則第 １号 

平成１２年 ６月１５日規則第 ３号   平成１３年 ２月２７日規則第 １号 

平成１３年 ３月２７日規則第 ２号   平成１７年 ９月２７日規則第 ４号 

平成２４年 １月２４日規則第 １号   平成２４年 ３月１９日規則第 ２号 

平成２４年１２月 １日規則第 ４号   平成２６年 ７月３１日規則第 ２号 

平成２７年１２月２８日規則第 ５号   平成２９年 ３月１７日規則第 ２号 

平成３１年 ３月１９日規則第 ２号   令和 ２年１２月２３日規則第 ６号 

令和 ３年 ２月 ４日規則第 ２号 

 

八幡浜地区施設事務組合火災予防条例施行規則（昭和５９年規則第１

０号）の全部を次のように改正する。  

（目的）  

第１条  この規則は、八幡浜地区施設事務組合火災予防条例（昭和５９

年条例第３号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定

めることを目的とする。  

第２条  削除  

（変電設備等の標識）  

第３条  条例第１１条第１項第５号（条例第８条の３第１項及び第３項、

第１１条第３項、第１１条の２第２項、第１２条第２項及び第３項並

びに第１３条第２項及び第４項において準用する場合を含む。）の規定

による標識は、幅１５センチメートル以上、長さ３０センチメートル

以上とし、地を白色、文字を黒色として「燃料電池発電設備」、「変電

設備」、「急速充電設備」、「発電設備」又は「蓄電池設備」と表示しな

ければならない。  

（立入禁止の標示）  

第４条  条例第１７条第３号の規定による標示は、幅３０センチメート

ル以上、長さ６０センチメートル以上とし、地を赤色、文字を白色と

して「立入禁止」と標示しなければならない。  

（禁止行為の解除、承認申請）  

第５条  条例第２３条第１項の消防長が指定する場所において業務上喫



煙し、裸火を使用又は当該場所に次の各号に掲げる危険物品（常時携

帯するもので軽易なものを除く。）を持ち込む場合の同条同項ただし書

の規定による承認を受けようとする者は、様式第１３号の申請書によ

り、消防署長に申請しなければならない。  

(1) 消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）別表第

１に掲げる危険物及び同法第９条の４の規定に基づく危険物の規制

に関する政令（昭和３４年政令第３０６号。以下「政令」という。）

別表第４に掲げる指定可燃物  

(2) 一般高圧ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５３号）第２

条第１号に定める可燃性ガス  

(3) 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条第１項に掲げ

る火薬類  

２  消防署長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに調査を行い、

火災予防上支障がないと認めたときは、その副本に様式第１４号の承

認済の印を押して申請者に交付しなければならない。  

（禁煙等の標識）  

第５条の２  条例第２３条第２項の規定による標識は、幅２５センチメ

ートル以上、長さ５０センチメートル以上としなければならない。  

（喫煙所の表示）  

第６条  条例第２３条第４項第２号の規定による標識は、幅３０センチ

メートル以上、長さ１０センチメートル以上とし、地を白色、文字を

黒色として、「喫煙所」と表示しなければならない。  

（危険物等の標識及び掲示板等）  

第７条  条例第３１条の２第２項第１号（条例第３３条第３項において

準用する場合を含む。）及び第別条第２項第１号の規定による標識及び

掲示板は、幅３０センチメートル以上、長さ６０センチメートル以上

とし、地を白色、文字を黒色として、標識には「少量危険物貯蔵取扱

所」又は「指定可燃物貯蔵取扱所」等と表示しなければならない。  

２  前項の掲示板のほか、貯蔵し、又は取り扱う危険物に応じ、次に掲

げる注意事項を表示した掲示板を設けなければならない。  

(1) 第１類の危険物のうちアルカリ金属の過酸化物又はこれを含有す



るもの若しくは禁水性物品（政令第１０条第１項第１０号の禁水性

物品をいう。）にあっては「禁水」  

(2) 第２類の危険物（引火性固体を除く。）にあっては「火気注意」  

(3) 第２類の危険物のうち引火性固体、自然発火性物品（政令第２５

条第１項第３号の自然発火性物品をいう。）、第４類の危険物又は第

５類の危険物にあっては「火気厳禁」  

３  条例第３３条第３項又は第３４条第２項第１号の規定中、防火に関

し必要な事項の掲示は、可燃性液体額等にあっては「火気厳禁」、綿花

類等にあっては「火気注意」と表示しなければならない。  

４  前２項の規定による掲示板の色は、「禁水」を表示するものにあって

は地を青色、文字を白色とし、「火気注意」又は「火気厳禁」を表示す

るものにあっては地を赤色、文字を白色とする。  

（定員等の表示板）  

第８条  条例第３９条第４号の規定による表示板は、幅３０センチメー

トル以上、長さ２５センチメートル以上とし、地を白色、文字を黒色

にしなければならない。  

２  条例第３９条第４号の満員札は、幅５０センチメートル以上、長さ

２５センチメートル以上とし、地を赤色、文字を白色にしなければな

らない。  

（指定催しの通知）  

第８条の２  条例第４２条の２第３項の規定による通知は、様式第１号

によらなければならない。  

（公示方法）  

第８条の３  条例第４２条の２第３項の規定による公示は、八幡浜地区

施設事務組合公告式条例（昭和４４年条例第１号）によりこれを行う。  

（火災予防上必要な業務に関する計画の提出）  

第８条の４  条例第４２条の３第２項の規定による計画の提出は、様式

第１号の２によらなければならない。  

（防火対象物の使用開始の届出）  

第９条  条例第４３条の規定による届け出は、様式第１号の３によらな

ければならない。  



（火を使用する設備等の設置届出）  

第１０条  条例第４４条の規定による届け出は、次の各号の区分によら

なければならない。  

(1) 第１号から第８号の２までの届け出は、様式第２号  

(2) 第９号から第１３号までの届け出は、様式第３号  

(3) 第１４号の届け出は、様式第４号  

(4) 第１５号の届け出は、様式第５号  

（火災とまぎらわしい行為等の届出）  

第１１条  条例第４５条の規定による届け出は、次の各号の区分によっ

て作成しなければならない。ただし、第１号の届け出については、消

防署長において支障がないと認めた場合及び第４号並びに第５号の届

け出で、特に緊急を要し消防署長において支障がないと認めた場合は、

口頭又は電話をもってこれにかえることができる。  

(1) 第１号の届け出は、様式第６号  

(2) 第２号の届け出は、様式第７号  

(3) 第３号の届け出は、様式第８号  

(4) 第４号の届け出は、様式第９号  

(5) 第５号の届け出は、様式第１０号  

(6) 第６号の届け出は、様式第１０号の２  

（指定洞
とう

道の届出）  

第１２条  条例第４５条の２の規定による届け出は、様式第１０号の３

によらなければならない。  

（指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの届出等）  

第１３条  条例第４６条第１項又は同条第２項の規定による届け出は、

様式第１１号又は第１１号の２によらなければならない。  

（タンク検査申請等）  

第１４条  条例第４７条の規定に基づくタンクの水張検査又は水圧検査

を受けようとする者は、様式第１１号の３により申出なければならな

い。  

２  消防長は、前項の規定によるタンクの検査を行った結果、当該タン

クが条例第３１条の４から第３１条の６まで（タンク検査に係るもの



に限る。）の技術上の基準に適合すると認めたときは、当該タンクの検

査を申請した者に、危険物の規制に関する規則（昭和別年総理府令第

５５号）第６条の４第２項の規定を準用しタンク検査済証を交付する

ものとする。  

（公表の対象となる防火対象物及び違反の内容）  

第１４条の２  条例第４７条の２第３項の規則で定める公表の対象とな

る防火対象物は、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）別表第１

(1)項から (4)項まで、(5)項イ、(6)項、(9)項イ、(16)項イ、(16 の２ )

項及び (16 の 3)項に掲げる防火対象物で、法第１７条第１項の政令で

定める技術上の基準又は同条第２項の規定に基づく条例で定める技術

上の基準に従って屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災

報知設備を設置しなければならないもののうち、法第４条第１項に規

定する立入検査においてこれらの消防用設備等が設置されていないと

認められたものとする。  

２  条例第４７条の２第３項の規則で定める公表の対象となる違反の内

容は、前項の防火対象物に屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は

自動火災報知設備が設置されていないこととする。  

（公表の手続）  

第１４条の３  条例第４７条の２第１項の公表は、前条第１項の立入検

査の結果を通知した日から１４日を経過した日において、なお、当該

立入検査の結果と同一の違反の内容が認められる場合に、当該違反が

是正されたことを確認できるまでの間、八幡浜地区施設事務組合消防

本部ホームページへの掲載により行う。  

２  前項の規定する方法により公表する事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 前条第２項に規定する違反が認められた防火対象物の名称及び所

在地  

(2) 前条第２項に規定する違反の内容（当該違反が認められた防火対

象物の部分を含む。）  

(3) その他消防長が必要と認める事項  

（小火災の届出）  

第１５条  条例第４８条の規定による届け出は、様式第１２号によらな



ければならない。ただし、消防長において支障がないと認めたものに

ついては、口頭又は電話をもってこれにかえることができる。  

（届出書等の受理）  

第１６条  この規則の規定による届出書等は、正副２部を提出しなけれ

ばならない。ただし、条例第４５条第１号、第４号及び第５号による

届出書については、この限りでない。  

２  消防長又は消防署長は、前項の届出書を受理したときは、速やかに

調査を行い、火災予防上支障がないと認めたときは、その副本に様式

第１５号又は様式第１５号の２の届出済の印を押して届出者に交付し

なければならない。  

（手数料の納付）  

第１７条  八幡浜地区施設事務組合消防手数料条例（昭和５９年条例第

２号）の規定により納付すべき手数料は、申請書を提出するときに納

付しなければならない。  

（委任）  

第１８条  この規則の施行について必要な事項は、消防長が定める。  

附  則（平成４年規則第２号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成５年規則第１号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成１０年規則第１号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成１２年規則第３号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成１３年規則第１号）  

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。  

附  則（平成１３年規則第２号）  

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。  

附  則（平成１７年規則第４号）  

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。  

附  則（平成２４年規則第１号）  



この規則は、平成２４年３月１日から施行する。  

附  則（平成２４年規則第２号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成２４年規則第４号）  

この規則は、平成２４年１２月１日から施行する。  

附  則（平成２６年規則第２号）  

この規則は、平成２６年８月１日から施行する。   

附  則（平成２７年規則第５号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成２９年規則第２号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附  則（平成３１年規則第２号）  

この規則は、平成３１年７月１日から施行する。ただし、第２条に掲

げる規定は、平成３２年４月１日から施行する。  

附  則（令和２年規則第６号）  

この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則（令和３年規則第２号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

 

  



様式第１号  

指定催しの指定通知書  

八施消  第  号  

年  月  日  

 

（催しを主催する者）  様  

 

八幡浜地区施設事務組合  

消防長       印  

 

八幡浜地区施設事務組合火災予防条例第４２条の２の規定に基づき、

下記催しを指定催しとして指定したので通知します。  

 

催しの開催場所   

催しの名称   

催しの開催期間   

教示  

この指定に不服のある場合は、指定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に八幡浜地区施設事務組合長に対して審査請

求をすることができる。  

また、この指定については、指定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に八幡浜地区施設事務組合を被告として指定の

取り消しの訴えを提起することができる。（訴訟において八幡浜地区施

設事務組合を代表するものは八幡浜地区施設事務組合長となる。）  

なお、この指定について審査請求をした場合には、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に

八幡浜地区施設事務組合を被告として指定取り消しの訴えを提起する

ことができる。  

  



様式第１号の２  

火災予防上必要な業務に関する計画提出書  

 

年  月  日  

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話         ）  

氏  名  

防火担当者  

住  所  

（電話         ）  

氏  名  

別添のとおり火災予防上必要な業務に関する計画書を提出します。  

指 定 催 し の 

開 催 場 所 

 

 

指 定 催 し の 

名     称  

 

 

開 催 期 間 
自   年   月   日  

至   年   月   日  
開 催 時 間 

開始   時   分  

終了   時   分  

一日当たりの  

人出予想人員  

 

 
露 店 等 の 数 

 

 

使 用 火 気 等 
□コンロ等の火を使用する器具  □ガソリン等の危険物  

□その他（  ）  

そ の 他 必 要 

事     項  

 

※  受  付  欄  ※  経  過  欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  □印のある欄には、該当の□印にレを付けること。  
４  ※印の欄は、記入しないこと。   



様式第１号の３  

防火対象物使用開始届出書  

 

年  月  日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防長  様  

 

届出者  

住  所  

（電話        番）  

氏  名  

所在地  電話         番  

名称   主要用途   

建築確認年月日   建築確認番号  第      号  

※消防同意年月日   ※消防同意番号  第      号  

工事着手  

年 月 日 

 

 

工事完了  

(予定 )年月日  

 

 

工事完了  

(予定 )年月日  

 

 

他の法令に  

よ る 許 可  

 

 

敷地面積  ㎡  建築面積  ㎡  延面積  ㎡  

従業員数   
公開時間又  

は従業時間  
 

屋 外 消 火 栓  

動力消防ポンプ  

消防用水の概要  

 

そ の 他 

必要な事項  

 

 

※受付欄  ※経過欄  

  



防 

火 

対 

象 

物 

棟 

別 

概 

要
〔
第 

 
 

号
〕 

用  途   構  造   

種類  

 

 

階別  

床面積  

㎡  
用  途  

消防用設備の概要  
特殊消防用  

設 備 等 の  

概    要  

消火  

設備  

警報  

設備  

避難  

設備  

消火活動  

上必要な  

施   設  

階         

階         

階         

階         

階         

階         

階         

計         

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  同一敷地内に２以上の棟がある場合には、棟ごとに「様式第１号の３防火

対象物棟別概要追加書類」に必要な事項を記入して添付すること。  
３  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
４  建築面積及び延面積の欄は、同一敷地内に２以上の棟がある場合には、そ

れぞれの合計を記入すること。  
５  消防用設備等の概要欄には、屋外消火栓、動力消防ポンプ及び消防用水以

外の消防用設備等の概要を記入すること。  
６  ※印の欄は、記入しないこと。  
７  防火対象物の配置図、各階平面図及び消防用設備等の設計図菖（消火器具、

避難器具等の配置図を含む。）を添付すること。  

 

  



様式第１号の３  防火対象物棟別概要追加書類  

防
火
対
象
物
棟
別
概
要
〔
第 

 
 

号
〕 

用  途   構  造   

種類  

 

 

階別  

床面積  

㎡  
用  途  

消防用設備の概要  
特殊消防用  

設 備 等 の  

概    要  

消火  

設備  

警報  

設備  

避難  

設備  

消火活動  

上必要な  

施   設  

階         

階         

階         

階         

階         

階         

計         

防
火
対
象
物
棟
別
概
要
〔
第 

 
 

号
〕 

用  途   構  造   

種類  

 

 

階別  

床面積  

㎡  
用  途  

消防用設備の概要  
特殊消防用  

設 備 等 の  

概    要  

消火  

設備  

警報  

設備  

避難  

設備  

消火活動  

上必要な  

施   設  

階         

階         

階         

階         

階         

階         

計         

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  

 

 



様式第２号  

炉 ・ 厨 房 ・ 温 風 暖 房 機 ・ ボ イ ラ ー 
給湯湯沸設備・乾燥設備・サウナ設備 
ヒ ー ト ポ ン プ 冷 暖 房 機  設置届出書  
火 花 を 生 ず る 設 備 ・ 放 電 加 工 機 

 

 

年  月  日 

 

八幡浜地区施設事務組合（消防長・消防署長） 様 

届出者 

住 所 

（電話      番） 

氏 名 

防火 

対象 

物 

所在地 電話        番 

名 称  主要用途  

設置 

場所 

用 途  床面積 ㎡ 消防用設備等又は 

特殊消防用設備等 

 

構 造  階 層  

届 

出 

設 

備 

設 備 の 種 類   

着工(予定)年月日  竣工(予定)年月日  

設 備 の 

概   要 

 

 

使 用 す る 

燃料・熱源 

・ 加 工 液 

種     類 使  用  量 

 

 

 

 

安 全 装 置  

取扱責任者の職氏名  

工事施工者 
住 所 電話 

氏 名  

※ 受 付 欄 ※  経  過  欄 

  

備考 
１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 
３ 階層欄には、屋外に設置する設備にあっては「屋外」と記入すること。 
４ 設備の種類欄には、鉄鋼溶解炉、暖房用熱風炉、業務用厨房設備等と記入すること。 
５ 設備の概要欄に書き込めない事項は、別紙に記載して添付すること。 
６ ※印の欄は、記入しないこと。 
７ 当該設備の設計図書を添付すること。 

  



様式第３号  

急  速  充  電  設備  
変   電   設   備  
燃料電池発電設備  設置届出書  
発   電   設   備  
蓄  電  池  設  備  

 

年  月  日 

 

八幡浜地区施設事務組合（消防長・消防署長） 様 

届出者 

住 所 

（電話      番） 

氏 名 

防火 

対象 

物 

所在地 電話        番 

名 称  用途  

設置 

場所 

構    造 場     所 床  面  積 

 屋内（  階）・屋外 ㎡ 

消防用設備等又は 

特殊消防用設備等 

 不燃区画 有・無 換気設備 有・無 

届 

出 

設 

備 

電 圧 
 

Ｖ 

全出力又は 

定格容量 

ｋｗ 

ＡＨ・セル 

着工(予定) 

年 月 日 

 竣工(予定) 

年 月 日 

 

設備の概要 
種 別 キュービクル式（屋内・屋外）・その他 

  

主任技術者氏名  

工事施工者 
住 所 電話 

氏 名  

※ 受 付 欄 ※  経  過  欄 

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  電圧欄には、変電設備にあっては一次電圧と二次電圧の双方を記入するこ

と。  
４  全出力又は定格容量の欄には、急速充電設備、変電設備、燃料電池発電設

備又は発電設備にあっては全出力を、蓄電池設備にあっては定格容量を記入
すること。  

５  届出設備の概要欄に書き込めない事項は、別紙に記載して添付すること。 
６  ※印の欄は、記入しないこと。  
７  当該設備の設計図書を添付すること。  



様式第４号  

ネオン管灯設備設置届出書  

 

年  月  日 

 

八幡浜地区施設事務組合（消防長・消防署長） 様 

届出者 

住 所 

（電話      番） 

氏 名 

 

防
火
対
象
物 

所 在 地 電話        番 

名   称 
 

用  途 
 

届 

出 

設 

備 

設 備 容 量 
 

着工(予定) 

年 月 日 

 竣工(予定) 

年 月 日 

 

設
備
の
概
要 

 

工 事 

施工者 

住 所 電話 

氏 名  

※ 受 付 欄 ※  経  過  欄 

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  届出設備の概要欄に書き込めない事項は、別紙に記載して添付すること。 
４  ※印の欄は、記入しないこと。  
５  当該設備の設計図書を添付すること。  

  



様式第５号  

水素ガスを充てんする気球の設置届出書  

 

年  月  日 

 

八幡浜地区施設事務組合（消防長・消防署長） 様 

届出者 

住 所 

（電話      番） 

氏 名 

 

設 置 請 負 者 
住 所 電話     番 

氏 名  

監 視 人 氏 名   

設 置 期 間 
掲 揚 自         至 

けい留 自         至 

設 置 目 的  

設置 

場所 

地 名 ・ 地 番  

地上又は屋上の別   用 途  
立入禁止 

の 方 法 
 

充 て ん 又 は 作 業 の 方 法 
日 時  場  所  

方 法  ガス置場  

 

構 
 

造 

気       球 型 
 直 径  材  質  

 体 積  厚  さ  

掲 揚 鋼 材 質  太 さ  

電

飾 

電 球 の 定 格 電 圧  灯 数  配線方式 直列・並列 

電 線 の 種 類  断面積  

総 重 量   そ の 他 

必   要 

事   項 

 
支 持 方 法 

掲 揚  

けい留  

※ 受 付 欄 ※  経  過  欄 

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  
４  設置場所付近の見取図、気球の見取図及び電飾の配線図（電飾を付設する

ものに限る。）を添付すること。  



様式第６号  

火 災 と ま ぎ ら わ し い 煙 又 は 
届出書  

火炎を発するおそれのある行為の  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

発生予定日時  
自  

至  

発 生 場 所 
 

燃 焼 物 品 名 

及 び 数 量 

 

目     的  
 

そ の 他 

必 要 な 事 項 

 

※  受  付  欄  ※   経   過   欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  その他必要な事項欄には、消火準備の概要その他参考事項を記入すること。 
４  ※印の欄は、記入しないこと。  

  



様式第７号  

打上げ  
煙  火      届  出  書  

仕掛け  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

打上げ  
予定日時  

仕掛け  

自  

至  

打上げ  
場   所  

仕掛け  

 

周 囲 の 状 況 
 

煙 火 の 種 類 

及 び 数 量 

 

目     的  
 

そ の 他 

必 要 な 事 項 

 

打上げ・仕掛け  
に直接従事する
責 任 者 の 氏 名  

 

※  受  付  欄  ※   経   過   欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  
４  その他必要な事項欄には、消火準備の概要を記入すること。  
５  打上げ、仕掛け場所の略図を添付すること。  

  



様式第８号  

催  物  開  催  届  出  書  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

防
火
対
象
物 

所在地   

名  称   本来の目的   

使
用
箇
所 

位     置  面      積  客席の構造  

          ㎡   

消防用設備等又は特殊  

消 防 用設 備等 の概 要 

 

 

使 用 目 的   

使 用 期 間   開催時期   

収 容 人 員  
 

        名  

避難誘導及び消火活動  

に 従 事 で き る 人 員  

 

     名  

防火管理者  
住

所  

 氏

名  

 

そ の 他 

必要な事項  

 

※  受  付  欄  ※  経  過  欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  
４  使用する防火対象物の略図を添付すること。  

  



様式第９号  

断  
水   道    水  届  出  書  

減  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

 

断  
水予定日時  

減  

自  

至  

断  
水  区  域  

減  

 

工 事 場 所 
 

理      由  
 

現場責任者氏名  
 

※  受  付  欄  ※   経   過   欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地

を記入すること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  
４  断、減水区域の略図を添付すること。  

  



様式第１０号  

道  路  工  事  等  届  出  書  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

 

工 事 予 定 日 時  

自  

 

至  

路 線 及 び 箇 所  

 

工 事 内 容 

 

現場責任者氏名  

 

※  受  付  欄  ※   経   過   欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  
４  工事施工区域の略図を添付すること。  

  



様式第１０号の２  

露  店  等  の  開  設  届  出  書  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

 

開 設 期 間 
自   年   月   日  

至   年   月   日  
営 業 時 間 

開始    時   分  

終了    時   分  

開 設 場 所 
 

催 し の名 称  
 

開 設 店 数 
 消 火 器 の 

設 置 本 数 

 

現 場 責任 者  

氏     名  
（電話        ）  

※  受  付  欄  ※   経   過   欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地

を記入すること。  
３  露店等の開設場所及び消火器の設置場所に係る略図を添付すること。  
４  ※印の欄は、記入しないこと。  

  



様式第１０号の３  

指定洞
とう

道等届出書（新規・変更）  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

 

                     届 出 者 

事業所名  

住   所  

（電話       番）  

代表者氏名  

 

設
置
者 

法 人 の名 称   

代 表 者 名  

洞 道 等 の 名 称  

設
置
場
所 

起     点   

終     点   

経 由 地  

その他必要な事項   

※  受  付  欄  ※  経  過  欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  ※印の欄は、記入しないこと。  
３  洞道等の経路図、設置されている物件の概要書、火災に対する安全管理対

策書その他必要な図書を添付すること。  

  



様式第１１号  

少量危険物  貯  蔵  
届出書  

指定可燃物  取扱い  

 

年  月  日 

 

八幡浜地区施設事務組合（消防長・消防署長） 様 

届出者 

住 所 

（電話       番） 

氏 名 

 

貯蔵又は取扱い 

の 場 所 

所在地  

名 称  

類、品名及び 

最 大 数 量 

類 品    名 最大貯蔵数量 一日最大取扱数量 

    

貯 蔵 又 は 

取扱方法の概要 
 

貯蔵又は取扱場 

所の位置、構造 

及び設置の概要 

 

消防用設備等 

又は特殊消防用 

設備等の概要 

 

貯蔵又は取扱い 

の開始予定期日 

又 は 期 間 

 

そ の 他 

必 要 な 事 項 

 

※ 受 付 欄 ※  経  過  欄 

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  
４  貯蔵又は取扱いの場所の略図を添付すること。  

  



様式第１１号の２  

少量危険物  貯  蔵  
廃止届出書  

指定可燃物  取扱い  

 

年  月  日 

 

八幡浜地区施設事務組合（消防長・消防署長） 様 

届出者 

住 所 

（電話       番） 

氏 名 

 

貯蔵又は取扱い 

の 場 所 

所在地  

名 称  

類、品名及び 

最 大 数 量 

類 品    名 最大貯蔵数量 一日最大取扱数量 

    

貯 蔵 又 は 

取扱方法の概要 
 

貯蔵又は取扱場 

所の位置、構造 

及び設置の概要 

 

消防用設備等 

又は特殊消防用 

設備等の概要 

 

廃 止 年 月 日 年   月   日 

廃 止 理 由 
 

※ 受 付 欄 ※  経  過  欄 

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  

  



様式第１１号の３  

タ  ン  ク  検  査  申  請  書  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防長  様  

 

                     届 出 者 

住   所  

（電話       番）  

氏   名  

 

設置者  
住   所   

名   称   

設 置 場 所  

タ ン ク の 種 別  

タンク  

構  造  

形   状   

寸   法   

材質記号  

及び板厚  
 

タンクの最大常用圧力   

検 査 の 種 類 及 び 

検 査 希 望 年 月 日 
 

タンクの製造者及び 

製 造 年 月 
 

その他必要な事項   

※  受  付  欄  ※  経  過  欄  ※  手  数  料  欄  

 検査年月日  

 

検査番号  

 

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  タンクの構造明細図書を添付すること。  
４  ※印の欄は、記入しないこと。  

  



様式第１２号  

火  災  発  生  届  出  書  

 

年   月   日  

 

八幡浜地区施設事務組合消防長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

 

出火責任者住所  
職 業 氏 名 
生 年 月 日 

 

出 火 場 所  

出 火 時 間  鎮 火 時 間  

出 火 原 因  

鎮 火 方 法  

損 害 見 積 額   

火 災 保 険 額   

※  受  付  欄  ※   経   過   欄  

  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入す

ること。  
３  ※印の欄は、記入しないこと。  



様式第１３号  

禁止行為の解除承認申請書  

年   月   日  

八幡浜地区施設事務組合消防署長  様  

届出者  

住  所  

（電話       番）  

氏  名  

 火災予防条例第２３条第１項の規定による指定場所における禁止行為につい

て解除の承認を受けたいので下記により申請します。  

防火対象物  

所 在 地 電話        番  

名    称   用    途   

権原者氏名   

指 定 場 所  

階   階 の 用 途   

名    称   場所の用途   

構    造   

解除を受け

ようとする

行    為  

種    類  喫煙、裸火使用、危険物品持込み  

期    間    年   月   日から    年   月   日まで  

理    由   

内    容   

行 為 者 

住    所   

職    業   

氏    名  （   歳）  男・女  

火災予防上  

講じた措置  

 （承認）  

備考  
１  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２  指定場所の詳細図及び当該場所付近の概要図を添付すること。  
３  行為者が２名以上の場合は、その所属、氏名、年齢、性別等を記載した書

類を添付すること。  



 

様式第１４号

第　　　　　号

年　　　月　　　日

３cm 承　　　　認　　　　済

八幡浜地区施設事務組合

消防署長

４．５cm

様式第１５号

届第　　　号

年　　　月　　　日

３cm 届　　　　出　　　　済

八幡浜地区施設事務組合

消防長

４．５cm

様式第１５号の２

届第　　　号

年　　　月　　　日

３cm 届　　　　出　　　　済

八幡浜地区施設事務組合

消防署長

４．５cm


